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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期
第１四半期
累計(会計)期間

第52期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 7,031,346 24,042,358

経常利益（千円） 178,738 1,720,036

四半期（当期）純利益（千円） 99,422 865,958

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－　 －　

資本金（千円） 1,910,686 1,910,686

発行済株式総数（株） 12,384,800 12,384,800

純資産額（千円） 6,911,557 6,942,392

総資産額（千円） 16,463,470 14,408,237

１株当たり純資産額（円） 558.10 560.59

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
8.03 69.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
7.24 63.05

１株当たり配当額（円） －　 12.00　

自己資本比率（％） 42.0 48.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
654,462 678,186

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△284,446 △1,054,206

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△116,578 △507,898

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,301,295 2,059,700

従業員数（人） 133 123

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２. 持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。　

３. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

　

３【関係会社の状況】

　　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 133(62)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

 
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

品目 生産高（千円）

ニッケル系製品 5,077,621

コバルト系製品 1,942,324

その他 －

合計 7,019,945

　（注）　１．生産金額は販売予定価額をもって示しております。

　　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

 
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

品目 受注高（千円） 受注残高（千円）

ニッケル系製品 4,452,087 1,246,124

コバルト系製品 1,981,142 438,988

その他 － －

合計 6,433,229 1,685,112

　（注）１．受注金額は販売予定価額をもって示しております。

２．その他については、一部受注生産で大部分を見込生産によっております。

　　　　３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

 
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

品目 販売高（千円）

ニッケル系製品 4,958,030

コバルト系製品 1,861,734

その他 211,581

合計 7,031,346

　（注）１．当第１四半期会計期間の主要な輸出先別の販売実績及び割合は次のとおりであります。

（　）内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。

輸出先

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

アジア 2,491,105 88.1

アメリカ 219,805 7.8

ヨーロッパ 115,923 4.1
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輸出先

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

合計
2,826,834

（40.2％）　
100.0

２．当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び割合は次のとおりであります。

相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

松下電池工業㈱ 3,138,422 44.6

住商メタレックス㈱ 1,511,015 21.5

LG Chem,Ltd. 972,321 13.8

　　　　３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　（１） 業績の状況

　当四半期における二次電池（リチウムイオン電池・ニッケル水素電池等）の市場環境は、電池の種類間において

増減があるものの全体では引き続き順調に推移いたしました。

　電池の種類別では、小型二次電池におけるニッケル水素電池やニカド電池は、サブプライムローン問題を背景と

した米国住宅需要減少の影響から電動工具向け電池の需要の減少やリチウムイオン電池へのシフトもあり、これ

ら電池向け正極材料の販売は前年同期比で減少いたしました。一方、ノートパソコンや携帯電話、デジカメ向け等

を主な用途とするリチウムイオン電池は、すべての用途分野で拡大傾向が続いていることに加え、当社が戦略的に

同電池向け正極材料のマーケットシェアの拡大を図っていることから、同電池向け正極材料の販売は増加基調で

推移しております。また、環境対策自動車（ハイブリッド車等）は原油高騰や世界的な環境配慮の観点からも市場

拡大が続いており、現状搭載されておりますニッケル水素電池向け正極材料の販売は拡大傾向にあります。

　当社といたしましてはこれらの市場拡大に向け、当期を初年度とした中期三ヵ年計画を策定し、計画に沿った選

択と集中を図りながら、積極的な設備投資をはじめ増産対応体制を構築中であります。

　コスト面においては新年度税制改正（耐用年数の短縮化）による減価償却費の増加や増産体制構築のための人

員補充や新規設備の試作運転にともなうコスト増に加え、原油高騰の影響を受けたエネルギー関連費用の増加や

酸・アルカリ等の補助原料の値上げによる大幅なコスト増を余儀なくされております。

　また、前年第１四半期はニッケル・コバルトの国際相場が急激に上昇したことが売価に反映された結果、在庫簿

価との差が拡大し、収益を大きく押し上げました。しかし、ニッケルにつきましては前年第１四半期をピークに緩

やかながらも低下基調で推移し、当四半期末においては一段と相場が下落した結果、たな卸資産において在庫簿価

の切下げを行っております。

　以上の結果、売上高7,031百万円、営業利益179百万円、経常利益178百万円となり、さらに、不要な機械設備等の固
定資産除却損2百万円を処理した結果、税引前四半期純利益は175百万円となり、四半期純利益は99百万円となりま
した。
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　（ご参考）

（ニッケル国際相場：円換算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円／ｋｇ）　

　 ４～６月平均 ７～９月平均 10～12月平均 １～３月平均

　21年３月期 2,706 － － －

　20年３月期 5,847 3,596 3,338 3,073

　19年３月期 2,298 3,420 3,936 4,989

（コバルト国際相場：円換算）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円／ｋｇ）

　 ４～６月平均 ７～９月平均 10～12月平均 １～３月平均

　21年３月期 11,101 － － －

　20年３月期 7,892 7,077 8,566 11,344

　19年３月期 3,855 4,342 5,402 7,228

※　ニッケル　LME（ロンドン金属取引所）月次平均×TTS月次平均　

　　コバルト　LMB（ロンドン発行メタルブリテン誌）月次平均×TTS月次平均

　

　（財政状態の分析）

　当第１四半期会計期間末における総資産は16,463百万円となり、前事業年度末比2,055百万円の増加となりまし

た。その主な要因は棚卸資産の増加472百万円と設備投資等による有形固定資産の増加1,425百万円によるもので

あります。

  なお、純資産は　前事業年度末比30百万円減少の6,911百万円となり、自己資本比率は42.0％となりました。

　（２） キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較して241

百万円増加し、当第１四半期会計期間末における資金は、2,301百万円となりました。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、654百万円の増加となりました。これは主に税引前四半期純利益175百

万円、減価償却費295百万円、運転資金の減少682百万円に対して、法人税等の支払433百万円があったためでありま

す。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、284百万円の減少となりました。これは設備投資を中心とする有形固

定資産の取得による支出が281百万円あったためであります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、116百万円の減少となりました。これは配当金の支払86百万円及び長

期借入金の期日弁済29百万円を実施したためであります。

　

　（３） 事実上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　（４） 株式会社の支配に関する基本方針について

　当社は、平成20年５月13日開催の取締役会において、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、または向上させることを目的として、当社株式の大量買付行為に関する対応策(買収防衛策)の具体的内容及び

その導入について決議し、発効いたしました。

　なお、当社は本対応策の重要性に鑑み、平成20年６月27日開催の定時株主総会の議案として上程し、株主の皆様

のご承認を得ました。

　

「当社株式の大量買付行為に関する対応策(買収防衛策)」

　①基本方針の内容

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に

応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあ

るものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定を

されるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から経営を負託された者の責務として、株主の皆様のた

めに、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。
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　②基本方針の実現のための取組みについて

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、新中期経営計画として創業51年目の今年度（平成20年度）から3事業年度（平成22年度まで）にわたる

中期経営計画を策定し、企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に取り組んでおります。その基本的な理念は、

長期ビジョンとしての「環境とエネルギーをキー・ドメインとして社会に貢献する企業」を目指すこと、さらに

は将来性・成長性の高い二次電池市場や燃料電池市場を背景とした飛躍的な事業拡大と、同時に堅固な経営体質

を併せ持つ持続的企業を実現することにあります。

　中期経営計画における具体的施策は、①成長性のある二次電池正極材料事業に対しての戦略的取り組み。特に、

年率2桁の成長が予測されている民生用リチウムイオン電池正極材料へ重点的資源配分を行うことにより飛躍的

な事業拡大を目指します。②環境関連ビジネスの重要な取り組みの一つとしてハイブリッド自動車市場に対する

事業についても、将来を睨んだ先駆的な事業構想に取り組んでまいります。③当社が保有しているコア技術を電

池材料以外の分野（たとえば燃料電池分野）に応用展開を図る事による次世代材料開発にも取り組んでまいり

ます。④人材育成のための取組みとして、会社の持続的な成長を考慮した中長期構想に基づく強靭な組織運営及

び人材育成に力を入れてまいります。その結果として社員にとって一層魅力のある職場環境の実現とモチベー

ション向上に努めてまいります。⑤経営基盤強化のための取組みとして、生産システムの改善による高品質・低

コストを一層進めるとともに、大きく変化する経営環境に適応した営業活動を推進いたします。これに加えて、

コーポレートガバナンスの向上をはかり、顧客や株主の皆様はもとより社会全体から高い信頼を得るように努め

てまいります。

　これらの中期経営計画を着実に実行することで、当社の持つ経営資源を最も有効に活用するとともに、様々なス

テークホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社の企業価値ひいては株主共同利益の一層の向上に資する

ことができると考えております。

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

　本プランは、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場

合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があるこ

とを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社

株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

　また、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独立委員

会規程に従い、当社社外取締役、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護

士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）の中から、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

た者のみから構成される独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限尊重するとともに、株

主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

　本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェッブサイト（http://www.tanaka-chem.co.jp）に掲

載しております平成20年5月13日付ニュースリリースをご覧ください。

　

　③上記②の取組みに関する取締役会の判断

　当社の中期経営計画は、企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上を目的として策定されたものであります。

　また、本プランは、株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、当該決議に従い変更

又は廃止されることになり、本プランの変更及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっ

ていること、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議及び勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関

として独立委員会を設置していること等、その内容において合理性・客観性が担保され、当社取締役会の恣意的

判断を排除する仕組みが講じられていることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資

するものであり、当社役員の地位の維持を目的としたものではありません。

　当社取締役会としては、いずれも当社の基本方針に沿うものであると判断しております。

　

　（５） 研究開発活動

　当第１四半期会計期間の研究開発費の総額は112百万円（売上高比1.6％）となっております。（損益計算書上は

試作品売却収入19百万円を控除した92百万円を計上しております。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,000,000

計 47,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,384,800 12,384,800 ジャスダック証券取引所 －

計 12,384,800 12,384,800 － －

　（注）　「提出日現在発行数」には、平成20年８月１日以降四半期報告書提出日までの新株予約権及び新株予約権付社債

の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

（2）【新株予約権等の状況】

(イ)旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年６月25日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（個） 591

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　                 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ 591,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２ 1,320

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月 1日

至　平成26年５月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　　　　　　1,320

資本組入額　　　　　 　　660

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という。）は権利行使時において当社の取締役、監査役

または従業員の地位を保有している場合に限る。ただ

し、任期満了による取締役、監査役の退任、定年退職、そ

の他取締役会が正当な理由があると認めた場合は、こ

の限りではない。

②新株予約権者が当社を懲戒解雇された場合は、新株予

約権を行使できないものとする。

③新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合は、新

株予約権を行使できないものとする。
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の行使の条件

④新株予約権者が死亡した場合には、相続人が新株予約

権を行使することができる。

⑤その他の条件は、本定時株主総会決議及び取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新

株予約権割当契約書に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　株式分割・株式併合の比率

　　　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ならびに当社が完全子会社

となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収

分割を行う場合、当社は必要と認める株式数を調整することができるものとします。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げることとします。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

時価を下回る金額で、新株を発行する場合にまたは自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新株を

発行する場合は除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り

上げることとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ならびに当社が完

全子会社となる株式交換または株式移転を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もし

くは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行うものとします。
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(ロ)旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成16年11月25日取締役会決議

2008年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成16年12月13日発行）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権付社債の残高（千円） 2,000,000

新株予約権の数（個） 2,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                       －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,351,351

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 1,480

新株予約権の行使期間
自　平成16年12月20日

至　平成20年11月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　 　　　　1,480

資本組入額 　 　　　　　740

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 該当無し

代用払込みに関する事項

本新株予約権を行使したときは、当該本新株予約権に係

る本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求が

あったものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －　　　　　

（注）転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社普通

株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において「既発行株式数」は当社の

発行済普通株式総数（但し、当社の保有する自己株式数を除く。）をいう。

    
既発行株式数 ＋

新発行・処分株式数 ×
１株当たりの

発行・処分価額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時　価

既発行株式数＋新発行・処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請

求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合、その他一定の事由が

生じた場合にも、適宜調整される。

（3）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 12,384,800 － 1,910,686 － 2,528,329
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（5）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、大量保有報告書等の写しの送付等がなく、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　また、インベスコ投信投資顧問株式会社から平成20年７月18日付けの大量保有報告書の写しの送付があり、平

成20年７月18日現在で660千株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、当社として、実質所有株式数の確認ができません。

　なお、インベスコ投信投資顧問株式会社の大量保有報告書の写しは以下のとおりであります。

    

　 　大量保有者 インベスコ投信投資顧問株式会社　  

　 　住所
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号　

城山トラストタワー25階
 

　 　保有株券等の数 株式　660,000株  

　 　株券等保有割合 5.33％  
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（6）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成20年６月30日現在　

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　－ － －

議決権制限株式（自己株式等） 　－ － －

議決権制限株式（その他） 　　　　　　　　　－ － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        800 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 12,383,100 123,831 －

単元未満株式 普通株式        900 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 12,384,800 － －

総株主の議決権 　－ 123,831 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

　

②【自己株式等】

　

平成20年６月30日現在　

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）　

他人名義所有株式
数（株）　

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社田中化学

研究所

福井県福井市白方町

45字砂浜割５番10
800 －　 800 0.01

計 　－ 800 －　 800 0.01

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 1,175 1,179 1,464

最低（円） 920 912 991

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平

成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に

重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準　　　　　　2.8％

　　売上高基準　　　　　0.2％

　　利益基準　　　　　　3.6％

　　利益剰余金基準　　　1.0％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,301,295 2,059,700

受取手形及び売掛金 2,534,956 2,601,490

商品及び製品 1,310,938 1,155,942

仕掛品 2,199,112 1,751,373

原材料及び貯蔵品 448,978 579,130

その他 190,884 204,129

流動資産合計 8,986,165 8,351,767

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） 3,648,484 3,756,236

その他（純額） 3,530,365 1,996,750

有形固定資産合計 ※１
 7,178,850

※１
 5,752,986

無形固定資産 28,860 28,614

投資その他の資産

その他 270,046 275,319

貸倒引当金 △451 △451

投資その他の資産合計 269,595 274,868

固定資産合計 7,477,305 6,056,469

資産合計 16,463,470 14,408,237

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,702,482 2,613,493

短期借入金 100,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 159,992 159,992

1年内償還予定の社債 ※４
 2,000,000

※４
 2,000,000

未払金 1,844,683 625,278

未払法人税等 49,382 443,483

引当金 197,583 268,853

その他 520,801 192,216

流動負債合計 8,574,924 6,403,317

固定負債

長期借入金 725,038 755,036

引当金 90,096 307,491

その他 161,855 －

固定負債合計 976,989 1,062,527

負債合計 9,551,913 7,465,844
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,910,686 1,910,686

資本剰余金 2,528,329 2,528,329

利益剰余金 2,446,625 2,495,811

自己株式 △1,780 △1,780

株主資本合計 6,883,860 6,933,045

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 27,697 9,347

評価・換算差額等合計 27,697 9,347

純資産合計 6,911,557 6,942,392

負債純資産合計 16,463,470 14,408,237
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 7,031,346

売上原価 6,544,117

売上総利益 487,228

販売費及び一般管理費 ※
 307,585

営業利益 179,642

営業外収益

業務受託料 2,229

スクラップ売却収入 3,031

その他 2,741

営業外収益合計 8,002

営業外費用

支払利息 4,207

為替差損 1,988

その他 2,710

営業外費用合計 8,907

経常利益 178,738

特別損失

固定資産除却損 2,840

特別損失合計 2,840

税引前四半期純利益 175,897

法人税、住民税及び事業税 45,561

法人税等調整額 30,913

法人税等合計 76,474

四半期純利益 99,422

EDINET提出書類

株式会社田中化学研究所(E01050)

四半期報告書

17/24



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 175,897

減価償却費 295,162

引当金の増減額（△は減少） △288,665

固定資産除却損 2,840

売上債権の増減額（△は増加） 66,533

たな卸資産の増減額（△は増加） △472,582

仕入債務の増減額（△は減少） 1,088,988

その他 222,815

小計 1,090,991

利息及び配当金の受取額 709

利息の支払額 △4,000

法人税等の支払額 △433,237

営業活動によるキャッシュ・フロー 654,462

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △281,457

その他 △2,988

投資活動によるキャッシュ・フロー △284,446

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △29,998

配当金の支払額 △86,580

財務活動によるキャッシュ・フロー △116,578

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,842

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 241,594

現金及び現金同等物の期首残高 2,059,700

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,301,295
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として月次総平均法によ

る低価法によっておりましたが、当第１四

半期会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、

主として月次総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定しており

ます。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引

前四半期純利益は、それぞれ30,035千円増

加しております。

　　【追加情報】

当第１四半期会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　従来、主な機械及び装置について、耐用年数を12年として

減価償却を行ってきましたが、平成20年度税制改正に伴い

資産の利用状況等を見直した結果、当第１四半期会計期間

より耐用年数を８年に変更しております。

　この結果、従来の方法に比較して、営業利益、経常利益及び

税引前四半期純利益はそれぞれ39,988千円減少しておりま

す。

（役員退職慰労引当金）

　従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く要支給額を役員退職慰労引当金として計上しておりまし

たが、平成20年５月13日開催の取締役会において、役員退職

慰労金制度の廃止を決議し、平成20年６月27日開催の定時

株主総会において、役員の退任時に本制度廃止日までの在

任期間に応じた役員退職慰労金を支給することが承認され

ました。

　これに伴い「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、当第１

四半期会計期間末における未払額161,855千円は、固定負債

の「その他」として計上しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、7,351,554千円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、7,076,902千円であ

ります。

　２．保証債務

　　従業員の金融機関からの借入金に対する保証

　　　従業員（２名）　　　　　　　661千円

　２．保証債務

　　従業員の金融機関からの借入金に対する保証

　　　従業員（２名）　　　　　　　　883千円

　

　３．コミットメントライン（融資枠）契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融

機関３行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当第１四半期会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。

　 コミットメントラインの総額 2,000,000千円　

　 借入実行残高 　　　－ 　

　 差引額 2,000,000 　

　

　３．コミットメントライン（融資枠）契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融

機関３行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

　 コミットメントラインの総額 2,000,000千円　

　 借入実行残高 　　　－ 　

　 差引額 2,000,000 　

※４．１年内償還予定の社債は、新株予約権付社債でありま

す。

※４．１年内償還予定の社債は、新株予約権付社債でありま

す。

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　

　賞与引当金繰入額　 8,335 千円　

　退職給付費用 2,896  

　役員退職慰労引当金繰入額 5,987  

　研究開発費 92,692  

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年６月30日）

　 現金及び預金勘定 2,301,295 千円

　 現金及び現金同等物 　2,301,295　 　
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　12,384,800株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　   　　800株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

(決議）　 株式の種類　
配当金の総額

（千円）　

１株当たり配当

額（円）　
基準日　 効力発生日　 配当の原資　

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式　 148,608 12

平成20年3月31日

　

平成20年6月30日

　
利益剰余金　

　

　

　

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　

（持分法損益等）

　　　　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　　　　該当事項はありません。

　

　　　（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 558.10 円 １株当たり純資産額 560.59 円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8.03 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
7.24 円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（千円） 99,422

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 99,422

期中平均株式数（千株） 12,384

　  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（千株） 1,351

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

──────

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年７月28日

株式会社田中化学研究所

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　昌治　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　博久　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社田中化学研

究所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第53期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社田中化学研究所の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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